
宮若市下水道事業会計予算書

令 和 ５ 年 度





年 間 有 収 水 量

排 水 戸 数

営 業 外 費 用

千円３９３，４６２

（１）

（２）

主要な建設改良事業

第３項

下水道事業収益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

（３）

第２項

第１項

令和５年度 宮若市下水道事業会計予算

千円

特 別 利 益

特 別 損 失

第３項

第１款

営 業 費 用

第２項

２ 千円

下水道事業費用

第１項

４４０，９６９

６３，４２５ 千円

２ 千円

４３，７７７ 千円

７１，４５８

千円

第１款

（ア）

千円

４３７，２４１

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

㎥

千円

千円

千円

管 路 建 設 費

収　　　入

支　　　出

第１条　令和５年度宮若市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（総則）

（業務の予定量）

（収益的収入及び支出）

ポンプ場建設改良費

流域下水道建設負担金

６０８，１４６

１３３，９００

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

戸

２９３，０００

１，０３３

３７７，５４２

（イ）

（ウ）
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第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

４．００％以内

　政府資金、その他銀行等について
は、その融資条件による。
　ただし、財政その他の都合により
繰上償還又は低利に借換することが
できる。

流域下水道事業 ７１，１００

第５項

第３項

第４項 他会計負担金

支　　　出

千円

収　　　入

４１２，６００

（資本的収入及び支出）

千円

９６３，６９４ 千円

千円

千円

他会計補助金

第２項

第１項

（企業債）

千円

企業債償還金

１００

企 業 債

　勘定留保資金 １２，４６７千円で補てんするものとする。）

第２項 国 庫 補 助 金

第１款 資 本 的 収 入

第１項 千円

建 設 改 良 費

７９０，８４５ 千円

２５，７３４

負担金及び分担金

千円

１５０，０９０

予 備 費

千円

資 本 的 支 出

２７２，４００

１５，３００

３４１，５００

証書借入

第１款

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 １７２，８４９千円は、

　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ４５，１６６千円、過年度分損益勘定留保資金 １１５，２１６千円、当年度分損益

６４，８１１

第３項

８１３，５０４

合　　　計 ４１２，６００

（単位：千円）
起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

公共下水道事業
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（２） 建設改良費、企業債償還金の間の流用。

（他会計からの補助金）

第９条　下水道事業経営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１７８，８１１千円である。

職員給与費

第６条　一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用。

７４，９７１

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

宮 若 市 長

　する場合は、議会の議決を経なければならない。

塩 川 秀 敏

千円

（１）

（１）

（一時借入金）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

令和５年３月１日提出
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（単位：千円）

予定額 備考

１ 下水道事業収益 440,969

１ 営業収益 63,425

１ 下水道使用料 54,791

２ 雨水処理負担金 8,397

３ その他営業収益 237

２ 営業外収益 377,542

１ 受取利息及び配当金 1

２ 他会計負担金 134,555

３ 他会計補助金 114,000

４ 国庫補助金 2,500

５ 長期前受金戻入 119,485

６ 消費税及び地方消費税還付金 7,000

７ 雑収益 1

３ 特別利益 2

１ 過年度損益修正益 1

２ その他特別利益 1

令和５年度 宮若市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　入

款 項 目
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（単位：千円）

予定額 備考

１ 下水道事業費用 437,241

１ 営業費用 393,462

１ 管渠費 4,034

２ ポンプ場費 7,489

３ 業務費 675

４ 総係費 48,348

５ 流域下水道維持管理負担金 108,235

６ 減価償却費 224,681

２ 営業外費用 43,777

１ 支払利息及び企業債取扱諸費 43,777

３ 特別損失 2

１ 過年度損益修正損 1

２ その他特別損失 1

支　　出

款 項 目

-5-



（単位：千円）

予定額 備考

１ 資本的収入 790,845

１ 企業債 412,600

１ 企業債 412,600

２ 国庫補助金 272,400

１ 国庫補助金 272,400

３ 負担金及び分担金 15,300

１ 受益者負担金 6,300

２ 受益者分担金 9,000

４ 他会計負担金 25,734

１ 他会計負担金 25,734

５ 他会計補助金 64,811

１ 他会計補助金 64,811

資本的収入及び支出

収　　入

款 項 目
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（単位：千円）

予定額 備考

１ 資本的支出 963,694

１ 建設改良費 813,504

１ 管路建設費 608,146

２ ポンプ場建設改良費 133,900

３ 流域下水道建設負担金 71,458

２ 企業債償還金 150,090

１ 企業債償還金 150,090

３ 予備費 100

１ 予備費 100

支　　出

款 項 目
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１　業務活動によるキャッシュフロー

当年度純利益 1,535,000

減価償却費 224,681,000

固定資産除却費 0

引当金の増減額 △ 1,191,000

長期前受金戻入額 △ 119,485,000

受取利息及び配当金 △ 1,000

支払利息及び企業債取扱諸費 43,777,000

未収金の増減額 260,000

未払金の増減額 △ 18,084,000

小計 131,492,000

受取利息及び配当金 1,000

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 43,777,000

　　業務活動によるキャッシュフロー 87,716,000

２　投資活動によるキャッシュフロー

有形固定資産の取得による支出 △ 712,871,800

無形固定資産の取得による支出 △ 71,458,000

国庫補助金による収入 272,400,000

受益者負担金及び分担金による収入 15,300,000

他会計負担金及び他会計補助金による収入 90,545,000

　　投資活動によるキャッシュフロー △ 406,084,800

３　財務活動によるキャッシュフロー

企業債の発行 412,600,000

企業債の償還 △ 150,090,000

　　財務活動によるキャッシュフロー 262,510,000

４　資金の増減額 △ 55,858,800

５　資金の期首残高 124,253,855

６　資金の期末残高 68,395,055

（単位：円）

令和５年度　宮若市下水道事業会計キャッシュ・フロー計算書
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
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（１）総　括

報　酬 給　料 職員手当 計
（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(1)
3

1,524 11,831 8,885 22,240 4,226 26,466

(0)
6

0 24,342 16,234 40,576 7,929 48,505

(1)
9

1,524 36,173 25,119 62,816 12,155 74,971

(1)
3

1,487 12,549 8,523 22,559 4,383 26,942

(0)
6

0 23,566 16,411 39,977 7,387 47,364

(1)
9

1,487 36,115 24,934 62,536 11,770 74,306

(0)
0

37 △ 718 362 △ 319 △ 157 △ 476

(0)
0

0 776 △ 177 599 542 1,141

(0)
0

37 58 185 280 385 665

扶　養 住　居 通　勤 特殊勤務 管理職 時間外 期末勤勉 児　童 退　職
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 1,014 972 684 0 913 1,400 15,074 720 4,342

前年度 1,194 648 649 0 913 1,400 14,775 1,020 4,335

比　較 △ 180 324 35 0 0 0 299 △ 300 7

※（　　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

職員手当
内　　訳

区　分

給 与 費 明 細 書

比　較 資本勘定支弁職員

区　　分

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

前年度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

本年度

給　　　与　　　費 法　定
福利費

合　計職員数

損益勘定支弁職員

備　　考

合　　　　　　計
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　　ア　会計年度任用職員以外の職員

報　酬 給　料 職員手当 計
（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(0)
3

0 11,831 8,580 20,411 3,901 24,312

(0)
6

0 24,342 16,234 40,576 7,929 48,505

(0)
9

0 36,173 24,814 60,987 11,830 72,817

(0)
3

0 12,549 8,225 20,774 4,089 24,863

(0)
6

0 23,566 16,411 39,977 7,387 47,364

(0)
9

0 36,115 24,636 60,751 11,476 72,227

(0)
0

0 △ 718 355 △ 363 △ 188 △ 551

(0)
0

0 776 △ 177 599 542 1,141

(0)
0

0 58 178 236 354 590

扶　養 住　居 通　勤 特殊勤務 管理職 時間外 期末勤勉 児　童 退　職
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 1,014 972 684 0 913 1,400 14,769 720 4,342

前年度 1,194 648 649 0 913 1,400 14,477 1,020 4,335

比　較 △ 180 324 35 0 0 0 292 △ 300 7

※（　　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

区　　分
職員数

給　　　与　　　費 法　定
福利費

合　計
備　　考

本年度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

前年度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

比　較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

職員手当
内　　訳

区　分
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　　イ　会計年度任用職員

報　酬 給　料 職員手当 計
（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(1)
0

1,524 0 305 1,829 325 2,154

(0)
0

0 0 0 0 0 0

(1)
0

1,524 0 305 1,829 325 2,154

(1)
0

1,487 0 298 1,785 294 2,079

(0)
0

0 0 0 0 0 0

(1)
0

1,487 0 298 1,785 294 2,079

(0)
0

37 0 7 44 31 75

(0)
0

0 0 0 0 0 0

(0)
0

37 0 7 44 31 75

扶　養 住　居 通　勤 特殊勤務 管理職 時間外 期末勤勉 児　童 退　職
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 0 0 0 0 0 0 305 0 0

前年度 0 0 0 0 0 0 298 0 0

比　較 0 0 0 0 0 0 7 0 0

※（　　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

区　　分
職員数

給　　　与　　　費 法　定
福利費

合　計
備　　考

本年度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

前年度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

比　較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

職員手当
内　　訳

区　分
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

増減額

（千円）

昇給によるもの 昇給率 0.33%

273 （昇給期）

　　1月 8人

給与改定によるもの 職員の異動の状況

72 （会計年度任用職員を除く）

会計間異動によるもの 　　本年度 9人

△ 287 　　前年度 9人

　　増減 0人

　　　会計間異動 増 2人

減 2人

扶養手当 △ 180 給与改定によるもの

住宅手当 324 339

通勤手当 35 昇給によるもの

管理職手当 0 149

期末勤勉 299 会計間異動によるもの

児童手当 △ 300 △ 355

退手負担金 7 会計年度任用によるもの

7

その他

45

185職員手当

△ 215

273

説　　　明

（職員数）昇給等に伴う増減分

58

区　分

給　料

増　減　事　由　別　明　細
備　　　考

その他の増減分

その他の増減分

（千円）
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（３）給料及び職員手当の状況（会計年度任用職員以外の職員）

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初任給

平均年齢 　　（歳）

一 般 行 政 職

３１８，７００

３６４，８３９

４４．６歳

３３２，８３３

３７７，３１４

４４．１歳

平均給料月額 （円）

区　　　　　　分

平均給料月額 （円）

平均給与月額 （円）

平均年齢 　　（歳）

１８５，２００

１５４，６００

平均給与月額 （円）

技 能 労 務 職

（円） （円） （円）

大　学　卒 １８５，２００

高　校　卒

備　　考

一 般 行 政 職

国　の　制　度

１５８，９００

備　　考区　　分 一 般 行 政 職

令和５年４月１日現在

令和４年４月１日現在
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　　ウ　等級別職員数

級

１級 （　　　） （　　　）

２級 ２ （　　　） ２２．２ （　　　）

３級 １ （　　　） １１．１ （　　　）

４級 ５ （　　　） ５５．６ （　　　）

５級 （　　　） （　　　）

６級 １ （　　　） １１．１ （　　　）

７級 （　　　） （　　　）

計 ９ （　　　） １００ （　　　）

１級 １ （　　　） １１．１ （　　　）

２級 （　　　） （　　　）

３級 ２ （　　　） ２２．２ （　　　）

４級 ４ （　　　） ４４．５ （　　　）

５級 １ （　　　） １１．１ （　　　）

６級 １ （　　　） １１．１ （　　　）

７級 （　　　） （　　　）

計 ９ （　　　） １００ （　　　）

※（　　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

一 般 行 政 職
区　　分

令和５年４月１日現在

令和４年４月１日現在

備　　考
構成比（％）職員数（人）
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　　　　（級別の標準的な職務内容）

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級

主　査

係　長

　　エ　昇給

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

　１号給 （人）

　２号給 （人）

　３号給 （人）

　４号給 （人）

　６号給 （人）

　８号給 （人）

　比率 （％）

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

　１号給 （人）

　２号給 （人）

　３号給 （人）

　４号給 （人）

　６号給 （人）

　８号給 （人）

　比率 （％）

　職　　 員 　　数

　昇給に係る職員数

　号　給　数　別　内　訳

（Ｂ）／（Ａ）

区　　　　　　　　分

主　事主　事

　職　　 員 　　数

１００．０

　号　給　数　別　内　訳

３

（Ｂ）／（Ａ）

調整監課　長

９ ９

９

２

　昇給に係る職員数

２

８

６

３

６

８８．９

９

一 般 行 政 職合　　計

８８．９

９

本年度

前年度

１００．０

６

９

６

８

区　　分

一般行政職 課長補佐主任主事
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　　オ　期末手当・勤勉手当

※（　　）内は、再任用職員の支給率

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

国の制度

（支給率等）

本年度

前年度

国の制度

６月（月分）

３級５％から７級２０％

３級５％から１０級２０％

（１．１２５）

（月分） （月分） （月分）

（１．１５）

（１．１５） （２．３）
３級５％から７級２０％

支　給　期　別　支　給　率
区　分 備　考職制上の段階、職務の級等による加算措置

支給率計１２月（月分）

２．２

２．２ ２．２ ４．４５

（１．１２５）

（１．１５）

２．１５

区　分

２．１５ ４．３

２０年勤続の者 ２５年勤続の者

（２．２５）

備　考

制度なし

（１．１５） （２．３）

（月分）
その他の加算措置

４．４５２．２

２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９支給率等

２４．５８６８７５ ４７．７０９ ４７．７０９

３５年勤続の者 最高限度

３３．２７０７６ 制度なし
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　　キ　特殊勤務手当

　　ク　その他の手当

　　　  （令和５年４月１日現在）

　　　 代表的な特殊勤務手当の名称

　　　 給料総額に対する比率　（％） －

－
　　　 支給対象職員の比率　　（％）

－

新築・購入５年未満の住居手当の支給を継続　　２，５００円／月
支給要件の家賃を月額１２，０００円以上（国：１６，０００円以上）とし、支
給限度額を２７，０００円（国：２８，０００円）としている

区　　　　分 一 般 行 政 職

住　居　手　当

同

異

差異の内容区　　分 国の制度との異同

扶　養　手　当

通　勤　手　当 同
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（単位：円）

１　固定資産

（１）有形固定資産

　　イ　土地 26,768,159

　　ロ　建物 100,303,940

　　　　減価償却累計額 △ 27,307,256 72,996,684

　　ハ　構築物 7,340,630,768

　　　　減価償却累計額 △ 505,622,010 6,835,008,758

　　ニ　機械及び装置 419,354,947

　　　　減価償却累計額 △ 91,700,683 327,654,264

　　ホ　車輛及び運搬具 0

　　　　減価償却累計額 0 0

　　ヘ　工具器具及び備品 0

　　　　減価償却累計額 0 0

　　ト　建設仮勘定 0

　　有形固定資産合計 7,262,427,865

（２）無形固定資産

　　イ　施設利用権 1,583,606,446

　　無形固定資産合計 1,583,606,446

　　固定資産合計 8,846,034,311

２　流動資産

（１）現金預金 68,244,698

（２）未収金 44,740,000

　　　貸倒引当金 △ 937,000 43,803,000

（３）有価証券 100,000

（４）その他の流動資産 0

　　流動資産合計 112,147,698

　　資産合計 8,958,182,009

令和５年度　宮若市下水道事業会計予定貸借対照表
（令和６年３月３１日）

資　産　の　部
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３　固定負債

（１）企業債 4,010,672,741

　　固定負債合計 4,010,672,741

４　流動負債

（１）企業債 163,402,000

（２）未払金 89,649,000

（３）引当金

　　イ　賞与引当金 2,139,000

（４）預り金 1,200,000

（５）その他の流動負債 0

　　流動負債合計 256,390,000

５　繰延収益

（１）長期前受金 5,046,866,592

（２）長期前受金収益化累計額 △ 444,596,183

　　繰延収益合計 4,602,270,409

　　負債合計 8,869,333,150

負　債　の　部

-19-



６　資本金

（１）資本金 39,442,037

　　資本金合計 39,442,037

７　剰余金

（１）資本剰余金

　　イ　国庫補助金 0

　　ロ　負担金 0

　　ハ　他会計補助金 0

　　ニ　受贈財産評価額 26,768,159

　　資本剰余金合計 26,768,159

（２）利益剰余金

　　イ　減債積立金 0

　　ロ　当年度未処分利益剰余金 22,638,663

　　利益剰余金合計 22,638,663

　　剰余金合計 49,406,822

　　資本合計 88,848,859

　　負債資本合計 8,958,182,009

資　本　の　部
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注記

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表を作成している。

（１）固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による

・主な耐用年数 建物 １５年～５０年

構築物 ５０年

機械及び装置 １０年～３０年

イ 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による

・主な耐用年数 施設利用権 ４５年

（２）引当金の計上方法

ア 賞与引当金

イ 貸倒引当金

ウ 退職給付引当金

（３）消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２．予定貸借対照表等関連

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

計との取り決めにより、下水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負担金は一般会計において措置

することとなっているため、下水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、過去の収納実績率等により回収不能見込額を計上している。

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に

　本市は、退職手当組合に加入しており、下水道事業会計は一般会計を通じて、当該組合に掛金を拠出しているが、一般会

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が

基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

負担すると見込まれる額は、８３４，８００千円である。
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（２）引当金の取崩し

ア 賞与引当金

３．セグメント情報

（１）報告セグメントの概要

（２）報告セグメントごとの営業収益等

令和５年度（自　令和５年４月１日　　至　令和６年３月３１日）

（注）上記、表中の数値については、税抜で記載している。

２，１２７千円を予定している。

　当年度における期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費を支給するための賞与引当金の取崩し額は、

8,389

35,807

43,77735,388

180,189

△ 67,293

その他の項目

　収益的支出

　　支払利息及び企業債取扱諸費

49,394

項　目

1,059

△ 255,387

1,535

（単位：千円）

58,4449,050

△ 322,680

381,124

　収益的収入

　　一般会計補助金

476

　　一般会計負担金

経常損益

営業損益

95,000

特定環境保全公共下水道事業の２つを報告セグメントとしている。

公共下水道事業

営業収益

304,781 76,343

　宮若市下水道事業会計は、公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業を運営していることから、公共下水道事業及び

合計特定環境保全公共下水道事業

224,681

114,000

142,952

44,492

19,000

営業費用

　　減価償却費

107,145
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（単位：円）

１．営業収益

（１）下水道使用料 49,139,000

（２）雨水処理負担金 8,163,000

（３）その他営業収益 145,000 57,447,000

２．営業費用

（１）管渠費 2,256,000

（２）ポンプ場費 4,391,000

（３）業務費 1,123,000

（４）総係費 43,645,000

（５）流域下水道維持管理負担金 69,091,000

（６）減価償却費 203,063,000

（７）その他営業費用 0 323,569,000

　　営業利益 △ 266,122,000

３．営業外収益

（１）受取利息及び配当金 1,000

（２）他会計負担金 144,878,000

（３）他会計補助金 59,600,000

（４）長期前受金戻入 109,037,000

（５）雑収益 20,000 313,536,000

４．営業外費用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 43,444,000

（２）雑支出 0 43,444,000 270,092,000

　　経常利益 3,970,000

令和４年度　宮若市下水道事業会計予定損益計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）
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５．特別利益

（１）過年度損益修正益 0

（２）その他特別利益 0 0

６．特別損失

（１）過年度損益修正損 0

（２）その他特別損失 0 0 0

　　当年度純利益 3,970,000

　　前年度繰越利益剰余金 17,083,463

　　その他の未処分利益剰余金変動額 0

　　当年度未処分利益剰余金 21,053,463

-24-



（単位：円）

１　固定資産

（１）有形固定資産

　　イ　土地 26,768,159

　　ロ　建物 100,303,940

　　　　減価償却累計額 △ 20,480,256 79,823,684

　　ハ　構築物 6,747,153,768

　　　　減価償却累計額 △ 363,548,010 6,383,605,758

　　ニ　機械及び装置 285,454,947

　　　　減価償却累計額 △ 66,036,683 219,418,264

　　ホ　車両及び運搬具 0

　　　　減価償却累計額 0 0

　　ヘ　工具器具及び備品 0

　　　　減価償却累計額 0 0

　　ト　建設仮勘定 0

　　有形固定資産合計 6,709,615,865

（２）無形固定資産

　　イ　施設利用権 1,562,264,446

　　無形固定資産合計 1,562,264,446

　　固定資産合計 8,271,880,311

２　流動資産

（１）現金預金 124,253,855

（２）未収金 39,780,643

　　　貸倒引当金 △ 673,000 39,107,643

（３）有価証券 100,000

（４）その他の流動資産 0

　　流動資産合計 163,461,498

　　資産合計 8,435,341,809

令和４年度　宮若市下水道事業会計予定貸借対照表
（令和５年３月３１日）

資　産　の　部
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３　固定負債

（１）企業債 3,761,474,741

　　固定負債合計 3,761,474,741

４　流動負債

（１）企業債 150,089,000

（２）未払金 77,967,000

（３）引当金

　　イ　賞与引当金 2,127,000

（４）預り金 800,000

（５）その他の流動負債 0

　　流動負債合計 230,983,000

５　繰延収益

（１）長期前受金 4,680,731,592

（２）長期前受金収益化累計額 △ 325,111,183

　　繰延収益合計 4,355,620,409

　　負債合計 8,348,078,150

負　債　の　部

-26-



６　資本金

（１）資本金 39,442,037

　　資本金合計 39,442,037

７　剰余金

（１）資本剰余金

　　イ　国庫補助金 0

　　ロ　負担金 0

　　ハ　他会計補助金 0

　　ニ　受贈財産評価額 26,768,159

　　資本剰余金合計 26,768,159

（２）利益剰余金

　　イ　減債積立金 0

　　ロ　当年度未処分利益剰余金 21,053,463

　　利益剰余金合計 21,053,463

　　剰余金合計 47,821,622

　　資本合計 87,263,659

　　負債資本合計 8,435,341,809

資　本　の　部
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金　額

1 下水道事業収益 440,969

1 営業収益 63,425

1 下水道使用料 54,791

1 公共下水道使用料 44,880 公共下水道使用料

2 特定環境保全公共下水道使用料 9,911 特定環境保全公共下水道使用料

2 雨水処理負担金 8,397

1 雨水処理負担金 8,397 雨水処理に係る一般会計負担金

3 その他営業収益 237

1 手数料 237 責任技術者登録手数料等

2 営業外収益 377,542

1 受取利息及び配当金 1

1 預金利息 1 預金利息

2 他会計負担金 134,555

1 他会計負担金 134,555 一般会計負担金

3 他会計補助金 114,000

1 他会計補助金 114,000 一般会計補助金

4 国庫補助金 2,500

1 国庫補助金 2,500

5 長期前受金戻入 119,485

令和５年度 宮若市下水道事業会計予算説明書
収益的収入及び支出

　　　明　　　　　細　　　
目

収　　入

款・項

（単位：千円）

備　　　　考節

-28-



金　額

　　　明　　　　　細　　　
目款・項

備　　　　考節

1 長期前受金戻入 119,485 国庫補助金分 50,951

県補助金分 45

他会計補助金分 32,156

受益者負担金分 5,127

受益者分担金分 1,400

受贈財産評価額分 29,806

6 消費税及び地方消費税還付金 7,000

1 消費税及び地方消費税還付金 7,000 消費税及び地方消費税還付金

7 雑収益 1

1 その他雑収益 1 その他雑収益

3 特別利益 2

1 過年度損益修正益 1

1 過年度損益修正益 1 過年度損益修正益

2 その他特別利益 1

1 その他特別利益 1 その他特別利益
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金　額

1 下水道事業費用 437,241

1 営業費用 393,462

1 管渠費 4,034

1 委託料 1,144 マンホールポンプ維持管理委託料

2 光熱水費 225 マンホールポンプ電気使用料

3 修繕費 2,526 マンホールポンプ修繕費

4 通信運搬費 139 マンホールポンプ通信費

2 ポンプ場費 7,489

1 委託料 4,598 権助ポンプ場管理業務委託料等

2 光熱水費 576 権助ポンプ場電気使用料等

3 燃料費 12 権助ポンプ場施設燃料費

4 修繕費 1,188 権助ポンプ場施設修繕費

5 通信運搬費 39 権助ポンプ場自動電話通報装置

6 手数料 20 権助ポンプ場し尿処理手数料

7 工事請負費 1,056 権助ポンプ場水路浚渫工事請負費

3 業務費 675

1 負担金 675 上下水道システム保守管理委託料負担金

4 総係費 48,348

1 給料 11,831 一般職給

2 手当 7,117 扶養手当 240

通勤手当 326

支　　出

（単位：千円）

款・項 目
　　　明　　　　　細　　　

節 備　　　　考
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金　額
款・項 目

　　　明　　　　　細　　　

節 備　　　　考

住居手当 324

管理職手当 488

時間外勤務手当 713

期末勤勉手当 3,366

児童手当 240

退職手当組合負担金 1,420

3 法定福利費 3,855 共済組合費等 3,820

公務災害補償基金負担金 35

4 賞与引当金繰入額 2,139 期末勤勉手当繰入 1,768

法定福利費繰入 371

5 報酬 1,524 会計年度任用職員報酬

6 委託料 13,019 水質検査委託料 418

調査設計委託料 3,757

電算関係委託料 8,844

7 旅費 216 普通旅費 130

会計年度任用職員費用弁償 86

8 備消品費 65 消耗器材費

9 通信運搬費 145 郵便料 101

インターネット回線手数料 44

10 手数料 385 口座振替手数料

11 賃借料 16 駐車料等

12 負担金 1,099 研修会参加負担金 388

日本下水道協会負担金 107

県内市下水道推進協議会負担金 20

流域下水道促進協議会負担金 584
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金　額
款・項 目

　　　明　　　　　細　　　

節 備　　　　考

13 補助交付金 5,000 水洗便所等改造補助金

14 保険料 23 総合賠償責任保険料

15 報償費 1,650 受益者負担金一括納付報奨金

16 貸倒引当金繰入額 264 下水道使用料未収金に係る貸倒引当金繰入額

5 流域下水道維持管理負担金 108,235

1 流域下水道維持管理負担金 108,235 流域下水道維持管理負担金

6 減価償却費 224,681

1 有形固定資産減価償却費 174,565 建物減価償却費 6,827

構築物減価償却費 142,074

機械及び装置減価償却費 25,664

2 無形固定資産減価償却費 50,116 流域下水道施設利用権減価償却費

2 営業外費用 43,777

1 支払利息及び企業債取扱諸費 43,777

1 企業債利子 43,727 企業債利子

2 借入金利子 50 一時借入金利子

3 特別損失 2

1 過年度損益修正損 1

1 過年度損益修正損 1 過年度損益修正損

2 その他特別損失 1

2 その他特別損失 1 その他特別損失
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金　額

1 資本的収入 790,845

1 企業債 412,600

1 企業債 412,600

1 建設改良債 412,600 公共下水道事業債 341,500

流域下水道事業債 71,100

2 国庫補助金 272,400

1 国庫補助金 272,400

1 国庫補助金 272,400 社会資本整備総合交付金

3 負担金及び分担金 15,300

1 受益者負担金 6,300

1 受益者負担金 6,300 受益者負担金

2 受益者分担金 9,000

1 受益者分担金 9,000 受益者分担金

4 他会計負担金 25,734

1 他会計負担金 25,734

1 他会計負担金 25,734 一般会計負担金

5 他会計補助金 64,811

1 他会計補助金 64,811

1 他会計補助金 64,811 一般会計補助金

資本的収入及び支出

収　　入

（単位：千円）

款・項 目
　　　明　　　　　細　　　

節 備　　　　考
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金　額

1 資本的支出 963,694

1 建設改良費 813,504

1 管路建設費 608,146

1 給料 24,342 一般職給

2 手当 16,234 扶養手当 774

通勤手当 358

住居手当 648

管理職手当 425

時間外勤務手当 687

期末勤勉手当 9,940

児童手当 480

退職手当組合負担金 2,922

3 法定福利費 7,929 共済組合費 7,859

公務災害補償基金負担金 70

4 委託料 19,663 水質検査委託料 4,018

調査設計委託料 15,645

5 旅費 84 普通旅費

6 備消品費 963 消耗器材費

7 賃借料 1,431 積算システムリース料等

8 工事請負費 513,500 公共下水道汚水管渠築造工事等

9 補償費 24,000 水道管移設補償費等

支　　出

（単位：千円）

款・項 目
　　　明　　　　　細　　　

節 備　　　　考
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金　額
款・項 目

　　　明　　　　　細　　　

節 備　　　　考

2 ポンプ場建設改良費 133,900

1 委託料 50,900 調査設計委託料

2 工事請負費 83,000 権助ポンプ場沈砂池機械設備外改修工事

3 流域下水道建設負担金 71,458

1 流域下水道建設負担金 71,458 流域下水道建設負担金

2 企業債償還金 150,090

1 企業債償還金 150,090

1 企業債償還金 150,090 企業債償還金

3 予備費 100

1 予備費 100

1 予備費 100
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